
平成２４年１月２４日

福島会福島会福島会福島会

事業項目 事業計画
平成２３年１０月～１２月に実施した事業
（時期,場所,回数,人数等概要を記入）

（１）
震災対策
に関する
取組み

①地震被災住宅・建築物の応急危険度判定の要請
②県内応急危険度判定の実施協力
③東日本大震災福島災害対策本部の設置

④復興まちづくりフォーラム、講演会等の開催

⑤高校生が参加する地域防災授業の開催

⑥木造住宅耐震診断、改修技術講習会の開催

○建築復興支援センターに係わる役員会の開催
　（11月18日・協会会議室）
○建築士事務所キャンペーン講演会
　「震災復興に向けて」住宅無料相談会
　（11月28日・福島市コラッセふくしま・200名）
○歴史的建造物守り隊・活かし隊研修会歴史的建造物守り隊・活かし隊研修会歴史的建造物守り隊・活かし隊研修会歴史的建造物守り隊・活かし隊研修会
　「自然災害から歴史文化遺産を守る」
　（12月10日・会津若松市ルネッサンス中の島・100名）
○建築作品展INいわき
　「建築のちから～復興へ向けて～」住宅無料相談会
　（12月9～16日・いわき市LATOV・700名）
○建築行政懇談会　講演会
　「復興のグランドデザイン」・まちづくりワークショップ
　（12月15日・福島市ホテル辰巳屋・80名）
○高校生地域防災授業の開催高校生地域防災授業の開催高校生地域防災授業の開催高校生地域防災授業の開催
  福島工業高校(10月24・31日、11月18・25日、40名）
　郡山北工業高校（10月7日、11月4日、12月9日、40名）
　会津工業高校（10月21・28日、11月1日・8日・15日、40名）
　勿来工業高校（11月1・11・18日、40名）
○長寿命化住宅セミナー（耐震診断、改修技術講習会）の開催
　（10月20日・福島市建設センター会議室　・80名）
　（10月27日・会津若松市県ハイテクプラザ・32名）
　（11月 1日・いわき市建設会館　　　　　・59名）
   (11月 7日・郡山市県ハイテクプラザ　　・87名）

（２）
建築相談

①地震被災建築物相談室の設置及び相談の実施

②被災住宅相談支援事業の相談員現地調査派遣

③講演会等イベント時の相談会の開催

○被災建築物相談の実施結果(別添被災住宅相談集計表）

○被災住宅相談支援事業現地調査派遣
 　(16件・10月1日～12月31日）
○国民生活センター依頼の被災住宅相談員派遣
　（相馬市10月1日～12月24日）
○住宅リフォーム安心事業者リストの作成配布
 　(7月7日～12月31日）6000部配布
○イベント時の無料相談会
  （11月28日・福島市コラッセふくしま・200名）
  （12月9～16日・いわき市LATOV・700名）

（３）
被災度区
分判定と
復旧業務

①被災度区分判定及び復旧技術の講習会の開催
②文部科学省所管教育施設の被災度区分判定の現
　地調査協力
③被災度区分判定及び復旧の支援
④被災度区分判定・復旧技術事務所名簿の掲載

　
○福島県公共建築物被災度区分判定業務の完了

（４）
被災会員
への支援

①被災会員事務所への見舞金、会費免除
②経営相談、税務相談
③原発事故による避難会員事務所の相談 ○避難会員事務所へ原子力損害賠償請求に関する情報連絡

建築復興支援センター事業計画・実施事業内容建築復興支援センター事業計画・実施事業内容建築復興支援センター事業計画・実施事業内容建築復興支援センター事業計画・実施事業内容

　平成23年度重点事業としては、震災直後の被災住宅の応急危険度判定や被災度区分判定業務等初期対応として行政機関への平成23年度重点事業としては、震災直後の被災住宅の応急危険度判定や被災度区分判定業務等初期対応として行政機関への平成23年度重点事業としては、震災直後の被災住宅の応急危険度判定や被災度区分判定業務等初期対応として行政機関への平成23年度重点事業としては、震災直後の被災住宅の応急危険度判定や被災度区分判定業務等初期対応として行政機関への
協力も含め対応しました。協力も含め対応しました。協力も含め対応しました。協力も含め対応しました。
　次に復興まちづくりフォーラム等では歴史的建造物を守るための調査、啓発や震災復興に向けた講演会等を実施、住宅の耐　次に復興まちづくりフォーラム等では歴史的建造物を守るための調査、啓発や震災復興に向けた講演会等を実施、住宅の耐　次に復興まちづくりフォーラム等では歴史的建造物を守るための調査、啓発や震災復興に向けた講演会等を実施、住宅の耐　次に復興まちづくりフォーラム等では歴史的建造物を守るための調査、啓発や震災復興に向けた講演会等を実施、住宅の耐
震対策の普及啓発では高校生地域防災授業を実施しました。震対策の普及啓発では高校生地域防災授業を実施しました。震対策の普及啓発では高校生地域防災授業を実施しました。震対策の普及啓発では高校生地域防災授業を実施しました。
　復興支援では被災者の自力再建を支援する地域型復興住宅の設計と生産システムガイドラインを被災三県の連携で連絡会議　復興支援では被災者の自力再建を支援する地域型復興住宅の設計と生産システムガイドラインを被災三県の連携で連絡会議　復興支援では被災者の自力再建を支援する地域型復興住宅の設計と生産システムガイドラインを被災三県の連携で連絡会議　復興支援では被災者の自力再建を支援する地域型復興住宅の設計と生産システムガイドラインを被災三県の連携で連絡会議
を組織して作成しました。を組織して作成しました。を組織して作成しました。を組織して作成しました。
　広報記録では震災の記録と復旧復興に向けた会員の活動を新聞に掲載すると共に「東日本大震災と建築の記録」及びDVDを　広報記録では震災の記録と復旧復興に向けた会員の活動を新聞に掲載すると共に「東日本大震災と建築の記録」及びDVDを　広報記録では震災の記録と復旧復興に向けた会員の活動を新聞に掲載すると共に「東日本大震災と建築の記録」及びDVDを　広報記録では震災の記録と復旧復興に向けた会員の活動を新聞に掲載すると共に「東日本大震災と建築の記録」及びDVDを
作成し、建築復興支援センター業務及び活動の紹介と普及啓発のため、全国の会員はじめ県内外の関係機関に配布します。作成し、建築復興支援センター業務及び活動の紹介と普及啓発のため、全国の会員はじめ県内外の関係機関に配布します。作成し、建築復興支援センター業務及び活動の紹介と普及啓発のため、全国の会員はじめ県内外の関係機関に配布します。作成し、建築復興支援センター業務及び活動の紹介と普及啓発のため、全国の会員はじめ県内外の関係機関に配布します。
　また、本県特有の原子力発電所事故の損害賠償に関わる情報提供に努めてきました。　また、本県特有の原子力発電所事故の損害賠償に関わる情報提供に努めてきました。　また、本県特有の原子力発電所事故の損害賠償に関わる情報提供に努めてきました。　また、本県特有の原子力発電所事故の損害賠償に関わる情報提供に努めてきました。



事業項目 事業計画
平成２３年１０月～１２月に実施した事業
（時期,場所,回数,人数等概要を記入）

○地域型復興住宅三県官民連絡会議の開催地域型復興住宅三県官民連絡会議の開催地域型復興住宅三県官民連絡会議の開催地域型復興住宅三県官民連絡会議の開催
　・第2回地域型復興住宅三県官民連絡会議
　　（10月4日・仙台市パレスへいあん・50名）
　・第3回地域型復興住宅三県官民連絡会議
　　（12月14日・仙台市パレスへいあん・50名）
○地域型復興住宅三県事務局会議の開催
　・（10月13日・福島市ホテル辰巳屋・10名）
　・（10月24日・仙台市宮城会・15名）
　・（11月 9日・仙台市宮城会・15名）
　・（11月25日・仙台市宮城会・15名）
　・ (12月 6日・仙台市宮城会・15名）
　・ (12月27日・仙台市宮城会・15名）
○地域型復興住宅三県事務局打ち合わせ
　・（11月15日・仙台市宮城会・3名）
　・ (11月21日・仙台市宮城会・3名）

○福島県地域型復興住宅連絡会議の開催福島県地域型復興住宅連絡会議の開催福島県地域型復興住宅連絡会議の開催福島県地域型復興住宅連絡会議の開催
　・第2回福島県地域型復興住宅連絡会議
　　（10月 7日・協会会議室・30名）
　・第3回福島県地域型復興住宅連絡会議
　　（11月30日・協会会議室・30名)
○地域型復興住宅打ち合わせ（ワーキング）
　・ (10月 3日・協会会議室3名）
　・ (10月11日・協会会議室3名）
　・ (10月12日・協会会議室3名）
　・ (10月17日・協会会議室・住宅委員会10名）
　・ (10月26日・協会会議室3名）
　・ (11月 2日・協会会議室3名）
　・ (11月16日・協会会議室・住宅委員会10名）
　・ (11月22日・協会会議室3名）
　・ (12月 8日・協会会議室3名）
　・ (12月16日・協会会議室3名）
○耐震改修済みと未改修建築物の被災状況調査を行い比耐震改修済みと未改修建築物の被災状況調査を行い比耐震改修済みと未改修建築物の被災状況調査を行い比耐震改修済みと未改修建築物の被災状況調査を行い比
　較報告書を作成　較報告書を作成　較報告書を作成　較報告書を作成
○市町村から依頼の罹災証明調査業務の実施
　　白河市
○「福島県復旧・復興技術連絡会議」セミナーの開催
　（11月28日・福島市コラッセふくしま・100名）

（６）
日事連の

震災対策HP
へのリンク

①建築復興支援センターの設置及び支援業務に関
　する広報・HP作成
②災害及び復旧復興記録誌の作成
③震災に関する特集記事の会報発行
④震災被害に関する相談Q＆Aの作成
⑤日時連HPと福島会HPのリンクによる情報提供

○建築復興支援センターHP掲載(更新）
　(10月1日～12月31日）
○「東日本大震災と建築の記録」作成「東日本大震災と建築の記録」作成「東日本大震災と建築の記録」作成「東日本大震災と建築の記録」作成
　　(記録誌及びDVD）　　(記録誌及びDVD）　　(記録誌及びDVD）　　(記録誌及びDVD）
○震災被害に関する相談Q＆A作成
　（建築復興支援センターHP掲載）

（７）
その他

①原発事故による損害及び経営再建に関する相談
　支援

②各単位会視察対応

○福島県原子力損害対策協議会第2回代表者会議資料等の情報
　提供(10月13日・福島県自治会館）
○「東京電力株式会社への公開質問に対する回答」の情報提供
　（11月4日・福島県原子力損害対策協議会長）
○福島県原子力損害対策協議会第2回全体会議の情報提供福島県原子力損害対策協議会第2回全体会議の情報提供福島県原子力損害対策協議会第2回全体会議の情報提供福島県原子力損害対策協議会第2回全体会議の情報提供
　（11月15日・福島ビューホテル）
○「原子力損害賠償の完全実施に関する緊急要望」の情報提供
　（11月24日・内閣総理大臣他関係大臣）
○建設業における原子力損害賠償額算定のあり方説明会の情報
　提供（12月21日・福島ホテルグリーパレス）

○各単位会の本県視察及び支援
　・熊本会（10月7日・本協会・2名）
　・北海道・東北ブロック協議会（10月12日・福島市20名）
　・北海道会札幌市部（10月19日・会津若松市・21 名）
　・神奈川会、千葉会、東京会支援ツアー神奈川会、千葉会、東京会支援ツアー神奈川会、千葉会、東京会支援ツアー神奈川会、千葉会、東京会支援ツアー
　　(10月21～22日・いわき市、福島市、会津若松市・100名）
　・福井会（11月6日・福島市、白河市・17名）

（５）
復興

街づくり

①復興住宅の調査研究

②被災建築物の調査研究

③災証明書等市町村業務の支援

④震災復興行政懇談会の開催


